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書評
小松隆二著『企業別組合の生成
～日本労働組合運動史の一駒～』
西岡 孝男
I 
私は著者からこれまでたびたび抜刷を頂戴しながら，正直なところ，丹念な研究だなと
思う程度の印象しかもっていなかった。しかし，これらを集大成して一書にまとめて公刊
された本書をひもとくと，あらためて，著者の力量を感じないではいられない。綿密な事
実認識と全体的な論理構成とが，見事に一貫したものとして提示されているからである。
本書は表題の示すように，戦前の企業別組合の生成にかんする研究である。これまで戦
前のわが国労働組合について多くの研究があるが，その多くは通史であり，個々の組合の
レベルにおける実態を掘り下げたものは少ない。しかし，最近，この面における注目すべ
き研究書が2つある。その 1つは，池田信「日本機械工組合成立史論』 (1970年， 日本評
論社）であり，他の1つが本書である。本書の紹介に入るまえに，池田氏の著書について
若干ふれておきたい。
池田氏は，戦前の日本の重工業における労働組合運動を分析している。氏によれば，鉄
工組合や友愛会傘下の機械工，造船工の組合は， 欧米諸国の機械工組合のように， local 
trade club→ local union→ national amalgamated unionの発展過程をたどらず， 逆
に労働組合結成のための中央組織が先きにできて，それが各工場の労働者にはたらきかけ
て，かれらを支部に組織する，という過程をたどった。わが国の組合は，教育・共済をお
もな活動とし，事業所支部をおもな組織形態として，職業別組合に編成されていく。しか
し，古典的職業別組合の伝統である「標準賃率・時間，組合非公認の労働者の追放，徒弟
数の制限，原料・機械の独占」などの諸規制を槙杵に，組合自体が労働力供給を独占し，
労働市場を自主的に調整できるほどのものではなかった。むしろ労働組合期成会鉄工組合. .  . 
はひろく「鉄工」一般にひらかれていたのであり，熟練労働者本位の排他的で特権的な団
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体ではなかった。友愛会の機械工も類似の経過をたどる。友愛会の職業別組合の構想は，
徒弟制1こよる入職規制や有効な失業手当制度を主張しなかったが，それはむしろ，わが国
の産業発展に対応するものであった。わが国における職業別組合は，職場ないし事業所単
位に活動したものであって，職場における労働者の不満のたかまりを契機として，闘争組
織をつくり， ストライキを武器として労働諸条件の維持・改善をはかろうとした， とす
る。
池田氏の研究はこのように，戦前のわが国の重工業に視点をすえて， 日本の職業別組合
の実態を明らかにし，わが国の職業別組合を古典的職業別組合のスケールで評価すること
の限界を指摘したのであるが，池田氏の研究と関連して，小松氏がつぎのように述べてい
るのは興味深い。本書の序章に日＜，「わが国の職業別組合は．排他性よりも包括的な性
格をもったところに特色があり，のちの産業別や一般労組の先行的形態といえる性格をも
つものである」。池田氏の職業別組合をふまえている。小松氏が， あらためて個々の組合
のレベルにまでたちかえって検討してみると， その作業の流れの中にとり出されたもの
は， 「企業別組合」であったのである。
本書はこのような戦前の企業別組合の歴史的検討である。ここでいう企業別組合とは，
「特定企業•特定事業所の枠の中で組織されかつそれ自体で自立的に管理・運営される労
働組合」である。以下，小松氏の企業別組合論の内容をみてみよう。
Il 
本書は，序章「戦前の労働組合組織一ー企業別化への道一ー」， 第1章「企業別組合の
生成」，第2章「企業別組合の特徴」，第3章「企業別組合の成果と反響」， 第4章「企業
別組合の展開」からなる第1編の，企業別組合の生成と展開にかんする総論と． 第2編
「企業別組合の具体的展開」の4章14章の， 2部から構成される。
第1編の著者の主張を要約してみよう。
わが国の労働団体が主として自己陶冶的なあるいは共済団体的な性格をそなえたものか
ら，いわゆる労働組合といえるものに成長するのは，第1次大戦後の1919年前後のことで
ある。当時の労働組合運動が一貫して目標とした方向は市場状況とかかわりなく，横断的
な組織であった。ことに1920年の不況以降は，独占資本が確立期にむかうとともに労働力
の需要独占が形成され， 自発的な労働移行は減少し，大企業中心の労働市場の縦断化が決
定的な方向になっていく。ここに，組合の横断化への志向と市場の縦断化の進行という対
立的傾向が露呈されることになり，また労働組合のなかに，組織も機能も企業を単位とす
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る組合が出現したことによって，それ以後．ことに大正末から昭和にかけては産業別化が
左右を問わず労働界の共通の目標とされながら， じっさいはわが国の労働組合は，大勢と
しては一方では連合化の動向が，他方で単位組合レベルにおいては産業別化と企業別化の
二面的発展傾向が趨勢となっていく。というよりも，一方で産業別化を理想としながら，
他方で現実的に企業別の活動を重視せざるをえなかった状況にあった。当時の産業別組合
はいずれも組織的には工場なり事業所に最小の基礎をおき，また政治的社会的活動をのぞ
く職場をめぐる経済的活動においても工場なり事業所単位で行動したにすぎない。
このような大正末以降の産業別組合への志向は，労働市場を反映するよりも，組合と関
係をもつ政党ないし思想団体の要請，あるいは横断化を理想とするところから生み出され
たものである。大正末以降の職業別組合の減少と産業別組合の増大傾向は，実際には横断
化の弱退と企業別化への基盤の拡大を意味するものにほかならなかった。その意味で，戦
前の産業別組合の実質は，企業別組合とともに戦後の企業単位の組合の基盤を整備・拡大
したものである。
ところで本書の主題とする企業別組合が1つの流れとして生成しはじめるのは， 1921年
以降のことである。その背景は，大企業中心に技能習得機構’生産機構ならびに労働条件
の決定が企業の手に掌握され，かつ恐慌下，雇用機会は少なく労働者が特定企業と従属せ
ざるをえなかったこと，他方，主として大企業の労働者は，その労働条件を決定する個別
企業との直接交渉によることを考える傾向が強くなったことである。 1921年以降の企業別
組合は，労働不安と生活難に直面して，労働者自身が積極的に企業別化を推進したし，そ
れが結成されたとき，職種に関係なく工場全体を包みこむ形で組合が生み出されてきたも
のである。それ以前の，企業別とはいえ，政府あるいは資本の要請をうけいれる形で出現
した労働組合とはちがっていた。
この企業別組合の成立過程に2つの形態が指摘される。 1つは，会社組合なり企業内の
親睦団体が自主的な企業別組合に成長したものであり，他の 1つは，横断組合の支部とし
ての工場・事業所単位の組織が， 自主的な企業別組合の母胎となるものである。後者の方
が数が多い。結成された企業別組合の特徴は，第1に，個人加盟の原則により，混合組合
でなく，職工のみによる組織であった，第2に，組合員資格を特定企業内職工に限定する
いわゆる自律的規定を組合規約に設けていたことである。第3に，他組合との関係では，
同一産業というレベルより，むしろ思想傾向の同一性をもって連携する方向にすすんだこ
とである。この点， 日常の経済闘争をすすめる上で大きな制約になった， と著者はいう。
これらの組合は，個別企業における労資交渉を重視し，戦前の他形態の組合と同様，争議
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行為への依存度がたかかった。しかし，企業別組合は，総じて企業内福利施設のととのつ
ている大経営に組織されたから， 日常的な共済活動を軽視する傾向がみられた。
ところで戦前における企業別形態をとる組合を，労働組合組織全体の中でみると，その
数はきわめて少ないものであったし，ときの経過とともに自主性を失なったり，動揺をく
りかえしたりした。しかし看過されてよいものではない， と著者はいう。 1921年以降の企
業別組合は，戦後の今日の具体的な先駆形態であり，戦後における企業別化の展開を準備
する役割をになうものであったと評価している。
]I 
第2編は，第1編の企業別組合の経過をうらずける具体的な事例として， 芝浦労働組
合，造機船工労組合，機械労働組合連合会と総同盟製鋼労働組合の4組合がとりあげられ
ている。芝浦労働組合は， 1921年に芝浦製作所東京工場で結成された企業別組合である。
このころ芝浦では企業内福利施設や教育訓練施設の導入に示される労働力陶冶機構が成立
していた。この組合は，組合員を芝浦製作所職工に限定する自律規定の先がけを示したも
のである。その後一貫して単独組合として維持された。活動家といえども，平組合員と同
様の現場労働者に限られていた。「一企業内意職的な労働者の一体感といえるものの基盤
は，会社側の施策によって形成された労働市場の封鎖性と不況の進行による労働不安に対
応して生みだされたもの」 (147ページ）であった。
芝浦労働組合が注目に値するのは，近代的労働運動のにない手ともいえる機械工によっ
て組織された企業別組合であったということである。戦前の急進的組合の単位組合レベル
での活動状況を知りうる具体的事例である。
造機船工労組合は同じく1921年に東京石川島造船所で結成された企業別組合である こ
噸゜
の組合は企業別組合といってさしつかえなかったのに，自律規定をもたなかった。その後
しだいに石川島の枠をこえて横断的なひろがりをもったものにかわっていく。日本労働組
合評議会の傘下に入り，関東金属労働組合という産業別組合に再編された。
工労組合が戦闊化するのに対応して，会社側の組合運動に対する施策も着実に進行し，
会社側の意を体した「自張労働組合」が結成され， 1926年の争議，不況と合理化， 28年と
29年の共産党に対する弾圧後，石川島造船所は自弧労働組合一色にぬりつぶされていく。
文労組合は，企業別から産業別組合へ組織を拡大し，その派生として産業報国運動の母胎
となる会社組合を生みだした事例である。
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機械労働組合連合会は， 1922年，関東における機械工のいくつかの組合による産業別連
合組織として結成された。著者が機械連合をとりあげたのは，加盟組合に企業別組合がい
くつか名をつらねたからである。反総同盟系の組合にかぎられるが，組合活動家のある部
分は横断組合を究極のモデルとしながら，現実には組合機能の充実のため企業別組合をよ
り優位に考えていた。このようなことから，戦後の企業別組合の源流をたどる場合, 1921 
年ごろからめだちはじめた自主的な労働組合に遡る必要があることは．いっそう明らかで
ある，とする。上部団体としての機械連合は社会的性格の活動を主とし，労働条件改善な
どの具体的活動は，各加盟組合中心に行なわれた。
製網労働組合は， 1926年に東京製綱会社に結成された総同盟傘下の企業別組合である。
この組合は， クローズド・ショップの承認等を含む労働協約を締結したが，会社側がこれ
に期待したのは，左派系運動の排除と労資関係の安定化であった。会社は組合公認によっ
て労働運動対策に成功しただけではなく，組合をとおして生産工程における作業管理を掌
握する。製綱労組は，組織上はやがて東京製綱会社の枠をこえた産業別組合にすすんでい
くが，実質的にはその後も同社内の企業別組合として維持される。この組合は長く安定的
に続き，準戦時下には産報的色彩の強いものになるが，戦前にあって労働組合が永続しう
るためには，その姿勢が経営や国家の方向にそうようなものでなければならなかったから
である。しかし，労働組合機能の放棄ではなく，同労組は，労資関係を順当に維持し，労
働条件の決定に重要な発言力をもちえた。製綱労組の組織や機能上の性格から戦後の企業
別組合の先駆けを示すものと，著者は評価している。
IV 
若者は，本書の「序」で，戦後の企業別組合の基盤はすでに戦前において形成されてい
た．という認識が今日では一般化しているが，その認識は，戦前においては企業別組合の
基盤が存在したにすぎない， という受けとめ方が一般的であり， 自主的な企業別組合は戦
後にいたってはじめて具体的な形をもってあらわれる，という理解がなされているが，そ
れは労働運動史研究の実態分析の欠如にその一端の因が求められる．と主張している。こ
こにいわば本書の結論と，著者の自信のほどがみられるのであり，われわれは，本書の実
証分析に，戦前におけるさまざまのパターンをもった企業別組合の生成の姿を教えられる
のである。本書は，池田氏の前掲書とならんで，戦前のわが国労働組合研究に新しい1ペ
ージを加えたものといってよい。
ところでこれは派生的な点だが，小松氏は戦前の内務省の労働組合法案について，若干
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の誤解があるようである。それは， 192~ 三以前の労使協調組合は， 「床次竹二郎内相の縦
断的労働組合奨励策やそれを具体化しようとした内務省の縦断的労働組合法案に示される
ような資本の要請にこたえる形で職長層を中心に会社組合的役割をになって成立したもの
であった」 (34ページ）といわれるが， 1920年の内務省労働組合法案が， 床次内相の提唱
するごときものとならなかったことについては， 私が「労働組合法案をめぐる十年間」
（拙著「日本の労働組合組織に関する研究』， 1971年， 関西大学出版・広報部刊，所収）
に明らかにした。同案は．労働組合の組織について何等限定しなかったのであり，その点
については，戦後の労働組合法と同様である。著者は， 「当局によって作成された労働組
合法案（この場合は， 1929年12月社会局案）にも，労働組合の規定に企業別組合がふくま
れていない。このことも，当時自主的に機能した企業別組合が無視されてよい状況にあっ
たことと無関係ではない」 (79ページ）といわれるが，組合法が組織について何等限定し
ないことは，当然企業別組合も含まれるのであって， 1929年の社会局案もこれを無視した
のではない。
むしろ労働組合法案の関連についていえば， 1920年の農商務省労働組合法案が，認可す
る組合を道府県単位の職業別組合に限定したが，同法案がその前年の大阪工業会労働組合
法案とほぼ一致するものであったことの方が重要である（この点については，拙稿「労働
組合法案と資本家団体～大阪工業会を中心として～」前掲書所収）。大阪工業会は，熟練
工による横断的な組織を考えていたが，当時の関東の資本家団体の考え方はむしろ床次内
相的であった。ところで小松氏のあげる企業別組合はいずれも関東地方のものである。こ
れらは，「横断組合がそれにみあう機能をはたそうとすれば， 経済的効果にかんするかぎ
り特定企業における活動を重視せざるをえず，組合活動の個別企業への封鎖は，資本の生
産政策とそのけっかとしての市場の縦断化によってもたらされたもの」 (42-'←ージ）であ
る。このような組合が1923年ごろまで， 圧倒的に関東に多いのは何故だろうか。同年ご
ろまで大阪工業会は，前記の労働組合法案（農商務省案）の施行を強くせまっているし，
また， 1919年発足した職業別組合である大阪鉄工組合が大阪工業会の援助によって成立し
た事実（池田氏前掲書166ペー ジ） もある。当時の大阪工業会は縦断組合を否としていた
のであるが，それにはそれなりの背景があった，とみなければならない。池田氏は関東に
企業別組合が発生したことについて， 「東京地方においては， 総同盟指導部に対抗するア
ナーキズム系統の活動家がかなりの勢力をしめ， 自主的企業別組合を当面の組織方針にし
ていたので， 職場闘争組織の確立がただちに企業別組合の成立にみちびかれた」（池田氏
前掲書， 211ペー ジ） といわれるが， こうした組合の戦術のみによるものではあるまい。
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私は，当時．大阪の方が熟練工の労働移動がより多く，いわゆる労働力陶冶機構の成立が
関東よりも関西に遅れたことの反映が，大阪工業会の労働組合法案をめぐる行動になった
のではないか，と考えるが，確証はない。今後の検討にまちたいと思う。
（御茶の水書房，昭和46年10月刊， A5判,342ペー ジ， 1,600円）
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